公　　告

江差町告示第２１号

第６期江差町高齢者福祉計画・第６期江差町介護保険事業計画策定支援業務について、下記のとおり公募型プロポーザルを行いますので、参加を希望する者は、下記により参加表明書を提出して下さい。

　　平成２６年５月１日

江差町長　　濱　谷　一　治

記

１　目的
本業務は、福祉関連法に基づき策定が求められる「第６期江差町高齢者福祉計画・第６期江差町介護保険事業計画」について、江差町の高齢者のニーズや高齢者を取り巻く環境や課題及び介護保険の利用推移を分析し、地域包括ケアシステム構築も視野に入れた平成３７年までのサービス・給付・保険料の水準を推計し必要となる資料の作成、事業量及び目標量の設定、策定会議等の運営支援など通して、本町の特性と課題を勘案した計画を策定支援することを目的としている。

２　プロポーザルの概要

（１）業務名

　　　第６期江差町高齢者福祉計画・第６期江差町介護保険事業計画策定支援業務

（２）業務内容

事項「３ 主な業務内容」を参照

（３）選定方法

公募型プロポーザル方式

（４）委託期間

契約締結日から平成２７年３月２７日まで

（５）委託予算

　３，９２１，０００円（消費税及び地方消費税を含む。）以内

※この金額は，契約時の予定価格を示すものではなく，提案内容の規模を示すためのものであることに留意し、提案にあたっては上記金額を超えないものとする。

※人件費、出張経費、印刷費、管理費等この業務に係るすべての経費を含むものとする。
３　主な業務内容　（※業務内容の詳細は仕様書を参照すること。）
（１）基礎調査業務

①　統計諸資料等の分析

②　人口・世帯・計画対象者数等の将来予測

③　介護保険アンケートに係る調査票の設計・印刷・集計分析

　（サンプリング、配布及び回収に係る業務は江差町にて行う）

④　①～③の調査を踏まえた需要量の推計

（２）計画策定

①　サービス見込量の推計

②　計画素案の策定

（３）計画策定組織運営への支援

（４）その他必要な調査、支援

４　参加資格

本プロポーザルの参加者は、アンケート調査分析・計画策定に係る能力を有する事業者とし、次に掲げる要件を満たす者であること。

（１）公告の日において、対象業務における江差町の競争入札参加資格者を有している者で、北海道に本社又は支社等の事業所を有していること。

　　　ただし、宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体、暴力団若しくは暴力団員の統制の下にある団体を除く。

（２）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当する者でないこと。

（３）会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき、更正手続開始の申立てをしている者でないこと。

（４）民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき、再生計画開始の申立てをしている者でないこと。

（５）国・都道府県・市町村の租税公課を滞納している者でないこと。

（６）過去10年以内に、北海道内において高齢者福祉計画・介護保険事業計画及び障がい福祉計画など類似業務の実績を2以上有していること。

（７）江差町競争入札参加資格者指名停止事務処理要綱（平成13年町建設第17号制定）第2条第1項の規定による指名競争入札に関する指名を停止されていない者（指名停止を受けていたが、既にその停止期間を経過している者を含む。）であること。
５ 予定

（１）公募開始日　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２６年　５月　１日（木）

（２）参加表明書提出締切日　　　　　　　　　　　　　平成２６年　５月　８日（木）

（３）質疑締切日　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２６年　５月　８日（木）

（４）質疑回答日　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２６年　５月　９日（金）

（５）企画提案書等提出締切日（午後５時まで）　　　　平成２６年　５月１５日（木）

（６）審査実施日（プレゼンテーション、ヒアリング）　平成２６年　５月２２日（木）予定

（７）審査結果（採否）通知日　　　　　　　　　　　　平成２６年　５月２３日（金）予定

（８）契約締結　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２６年　５月２７日（火）予定

６ 担当課

（１）担当課及び提出先

　　〒０４３－８５６０　北海道檜山郡江差町字中歌町１９３番地の１

　　江差町役場健康推進課　介護保険係（担当：辻）

　　ＴＥＬ０１３９－５２－６７１８（直通）

　　ＦＡＸ０１３９－５４－３９３３

７ 実施要項等の配布

（１）配布期間

　　平成２６年５月１日（木）から平成２６年５月８日（木）の午後５時まで

（２）配布方法

　　江差町ホームページ上にて公開（※ダウンロード可）

８ 応募方法

（１）プロポーザル参加表明書提出

　　企画提案書等を提出（プロポーザル参加）する者は、下記のとおり「プロポーザル参加表明書」を提出すること。

　　①提出書類　　プロポーザル参加表明書（様式１）

　　　　　　　　　＊必要事項を記入し、押印等をした上で提出すること。

　　②提出期限　　平成２６年５月８日（木）午後５時まで

　　③提出方法　　直接持参または郵送（ＦＡＸ不可）にて提出すること。

　　　　　　　　　＊持参の場合は、上記提出期限までの午前９時から午後５時まで（土日、祝日を除く。）に持参すること。

　　　　　　　　　＊郵送の場合は、上記提出期限内に必着とする。なお、郵送で提出した旨を前記「６担当課」まで電話連絡し、到着確認すること。

９ 質問

（１）受付方法

　　参加表明書を提出した者で、当該プロポーザルに関する質問事項等がある場合は、「プロポーザルに関する質問書（様式３）により、ＦＡＸで前記「６担当課」まで送信すること。

（２）受付期間

　　公募開始日以後の参加表明書提出後から平成２６年５月８日（木）午後５時までに送信したものを有効とする。

（３）回答方法

　　平成２６年５月９日（金）にＦＡＸにてプロポーザル参加業者全てに回答する。

10 企画提案書の提出

（１）企画提案書作成上の基本事項

　　参加者は、下記に掲げる要件について具体的に検討し、「企画提案書」（様式２）に必要書類を添えて提出すること。

　　具体的作業は、契約後に提案書に記載された内容を反映しつつ、協議しながら行うこととする。

　　①提案書の項目

　　（ア）会社概要（様式2-1）

　　（イ）情報セキュリティ及び品質管理に係る体制（様式2-2）

　　（ウ）業務実績（本業務と類似業務の実績：過去１０年以内）（様式2-3）

　　（エ）本業務に係る実施体制及び予定担当者（様式2-4）

　　（オ）本業務に関する提案記載事項（様式は任意とする。）

　　　　●本業務に関する基本的な考え方

　　　　　　＊提案全般の総括を示すとともに、提案者として本業務のコンセプトを記載してください。

　　　　●策定業務の推進方法（具体的な手法）

　　　　　　＊国、道などの動向及び本町の高齢者福祉施策及び介護保険施策の現状と課題を踏まえたうえで、本町における計画策定の手法について提案してください。

　　　　　　＊ニーズ調査後のデータ入力、収集及び分析方法について具体的に提案してください。

　　　　　　＊策定会議支援のほか、本業務を策定するうえで有効な支援内容等があれば提案してください。

　　　　●業務の行程（スケジュール）

　　　　　　＊策定業務が完了するまでの提案者の役割を含め、本町への訪問等を含めた支援体制を提案してください。

　　　　　　＊策定業務が完了するまでの作業工程を記載してください。

　　　　　　＊パブリックコメントの実施方法について提案してください。

　　（カ）参考見積書

　　　　●積算根拠を明確にした内訳明細を記載すること。（様式は任意とする。）

　　②提出期限

　　　平成２６年５月１５日（木）午後５時まで

　　③提出先

　　　前記「６担当課」まで

　　④提出方法

　　　直接持参または郵送（ＦＡＸ不可）にて提出すること。

　　　＊持参の場合は、上記提出期限までの午前９時から午後５時まで（土日、祝日を除く。）に持参すること。

　　　＊郵送の場合は、上記提出期限内に必着とする。なお、郵送で提出した旨を前記「６担当課」まで電話連絡し、到着確認すること。

11 審査・選考

（１）審査方法

　　①企画提案書は当課が設置する審査委員会において審査する。

　　②提出書類をもとに、プレゼンテーション及びヒアリングを実施します。

　　　＊応募事業者が１社のみであっても実施します。

（２）審査実施日

　　平成２６年５月２２日（木）予定※企画提案書等締切日翌日、時間及び会場を指定します。

（３）プレゼンテーション及びヒアリング

　　①提出した企画提案書等の内容について合計４５分間以内で説明して下さい。（※各提案者の説明時間配分は自由）

　　②スクリーン、電源は用意しますので、パソコン、プロジェクター等の機材を使用する場合は、各自で用意してください。

　　③次に、審査委員会から質問をしますので、簡潔に回答してください。質疑時間は全体で１５分間とします。

（４）説明員

　　①原則として、契約締結後にそれぞれの業務担当者になる予定の方が説明及び回答をおこなってください。

　　②会場に入室できるのは、５名以内とします。

（５）評価、採点

　　①このプロポーザルのために組織した審査委員会において、評価及び採点し、最高得点を得た者を優先交渉権者に特定します。

（６）結果通知

　　審査結果について、プロポーザル実施事業者全てに対し平成２６年５月２３日（金）（予定

）に通知します。なお電話による業務内容の照会及び評価結果については公表しないこととする。

12 その他

（１）言語及び基本通貨単位

公募手続きにおいて使用する言語及び基本通貨単位は次のとおりとする。

①　使用する言語は日本語とする。

②　使用する通貨は日本円とする。

（２）無効となる提出資料

「参加申込書」または「企画提案書」が次の事項の一つに該当する場合には無効となることがある。

①　提出期限、提出先、提出方法に適合しない場合。

②　指定する作成様式及び記載上の留意事項に示された条件に適合しない場合。

③　記載すべき事項の全部または一部が未記載の場合。

④　虚偽の内容が記載されている場合。

（３）その他

①　プロポーザルに参加する費用は、すべてプロポーザル参加者の負担とします。

②　「参加表明書」提出以降の参加辞退の場合には書面にて通知すること。参加辞退は自由であり、今後、当該辞退による不利益な扱いはしない。

③　提出されたすべての書類は、当該プロポーザル以外に使用しないこととする。

④　提出された書類は選定及び特定を行う作業に必要な範囲において、複製を作成することができるものとする。

⑤　提出期限以降における「企画提案書」の差し替え及び再提出は認めない。

⑥　提出書類は返却しない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上

